




　東芝テックグループは人道的な観点から、「東芝グルー
プ紛争鉱物対応方針」に基づき、コンゴ民主共和国および
その近隣周辺地域で産出された、非人道的行為にかかわ
る紛争鉱物の金、タンタル、タングステン、すずを原材料
として使用しない方針です。
　2013年6月から、海外製造現地法人、静岡事業所の調
達取引先約800社に対して、「紛争鉱物報告テンプレート
（EICC/GeSI様式）」を使用した紛争鉱物の使用状況や
精錬所情報の調査を継続実施しています。

　東芝テックは、コンプライアンスを「事業継続と更なる
発展」の最重要項目と位置づけ、調達取引におけるコンプ
ライアンスの遵守に努めています。
　常日頃、調達取引先様とコンタクトさせていただく中
で、調達取引先様自社内のコンプライアンスの周知徹底
をお願いして、サプライチェーンにおけるコンプライアン
スの強化を図っています。

　東芝テックでは、調達お取引先様通報制度「東芝テック・
パートナー・ホットライン」を社外向けウェブサイトに開設
しています。東芝テックはすべての事業活動において、法
令、社会規範、企業倫理などの遵守（コンプライアンス）を
経営の最優先課題としており、その一環として、調達取引
において、コンプライアンスの観点から当社関係者の問
題点や懸念を、当社へお知らせいただく制度を構築・運用
しております。
　調達取引先様からご指摘をいただくことで、オープンで
クリーンな相互信頼関係を実現し、調達取引先様との健
全なパートナーシップを築いていきます。

　輸出管理とは、大量破壊兵器などが安全保障上懸念さ
れる国・地域またはテロ組織に渡ることを防止するため、大
量破壊兵器や通常兵器の開発・製造などに転用されるおそ
れがある貨物・技術の輸出を規制しようとするものです。
　東芝テックグループにおける輸出管理の基本方針は、
「事業活動を行う国や地域の輸出管理に関する法令（日
本の場合は外為法）、および米国原産貨物・技術の取り引
きを行う場合は米国の輸出管理に関する法令を遵守する
こと」「国際的な平和と安全の維持を阻害するおそれのあ
る取り引きに関与しないこと」です。
　この基本方針に基づき「輸出管理プログラム」を策定す
るとともに輸出管理体制を構築し、輸出許可の要否を判
断するための貨物・技術の該非判定と厳格な取引審査、定
期的な輸出管理監査、輸出管理教育、グループ会社に対
する指導・支援などを実施しています。

　東芝テックは、営業情報、技術情報など、業務遂行過程
で取り扱うすべての情報を重要な財産と認識し、不適正な
開示、漏洩、不当利用の防止および保護に努めています。
情報セキュリティの管理体制、規程類を整備し、社会環境
の変化に対応して、見直しを行っています。各部門では、
社内ルールの遵守状況を自主監査するなど継続的な改善
活動を行っています。
　また、情報を取り扱う上での事故防止、情報セキュリ
ティ対策を周知するため、e-ラーニングなどを活用して、
役員・従業員および協力会社の派遣者を含めた教育を継
続して実施しています。
　重要な情報や情報システムは、社外の安全なデータセ
ンターに設置したサーバで管理し、災害などのリスク対策
を講じています。さらに、利用できる情報の制限および利
用記録の管理、個人情報などの機密情報の暗号化など、
セキュリティの強化を図っています。
　東芝テックグループ各社においても、同様な施策を展
開しており、グループ一丸となって情報セキュリティの維
持、向上に取り組んでいます。

　東芝テックグループでは「知的財産権に関する法令を
遵守すること」「会社の知的活動の成果を知的財産権に
よって保護し、積極的に活用すること」「第三者の知的財
産権を尊重すること」を知的財産保護の基本方針として、
「東芝テックグループ行動基準」で定めています。
　この一環として、東芝ブランドを毀損する模倣品に対
し、各国の取り締まり当局と連携してこれを排除し、他人
の著作物の無許可利用を未然に防ぐため、東芝テックおよ
び国内外のグループ会社の役員・従業員への教育を含め
管理体制を強化するなどの取り組みを進めています。
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社会・市場における企業価値の維持・向上

不祥事発生時に適切かつ
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東芝テック・パートナー・ホットライン運用

東芝テック・パートナー・ホットライン
http://www.toshibatec.co.jp/contacts/partnerline/



　東芝テックでは「お客様の声（VoC）を真摯に受け止め、
熱心に耳を傾け、お客様のニーズを的確に生かした魅力
ある品質の製品とサービスを提供すること」が経営理念
の実践と考え、日々、品質活動に取り組んでいます。コン
タクトセンターやセールスの際にいただいたご要望など
を原点とし、それらを次期製品にフィードバックするため
に分析・改善し企画化、そして製品開発段階では品質工学
を用いたロバストネス・冗長性設計を行い、より確実で機
能性のある製品を具現化しています。さらに商品化段階
ではお客様のあらゆる使用環境・条件を想定したシミュ
レーションや設計DRを通じ、魅力ある製品の創出・信頼性
の高いシステムを実現しています。

　東芝テックでは、満足いただける製品・サービスをグ
ローバルに提供しています。
　製品・サービスに関わるすべての国および地域社会に
対し、善良な企業であるとともに、その文化・歴史を尊重
し、地球社会の発展に貢献する企業市民として、高い倫理
観と遵法精神をもった企業活動を続けています。

　東芝テックでは「製品安全に関する基本方針」に基づ
き、製品安全、信頼性とリスクアセスメントの専門家を育
成し、お客様に安心していただける品質を確保するための
技術研究を行っています。
　お客様に安心してお使いいただくために、故障や事故
が起こる可能性を予測し、未然に防止するリスクアセスメ
ントを実施し、評価・検証を経た商品・サービスを提供して
います。
　万一、重大な製品事故に関する情報を受けた場合に備
え、社長指示のもとCQO※を実行責任者として、迅速かつ
真摯に対応する体制を整えています。
※CQO(Chief Quality Officer)：全社品質統括責任者

　東芝テックグループの経営理念において、「私たちは、
お客様にとっての価値創造を原点に発想し、世界のベスト
パートナーと共に、優れた独自技術により、確かな品質・性
能と高い利便性をもつ商品・サービスをタイムリーに提供
します」と制定しています。
　この私たちの目指す姿を実現するために、社員一人ひ
とりが、お客様は何を求めているか、お客様にとっての価
値は何かを、常にお客様の立場に立って考え行動すること
により、お客様が納得し、お客様に喜んでいただける商品
やサービスを提供することを第一に事業活動を行ってい
ます。
　また、2003年に策定された「東芝グループCS※推進方
針」に基づき、お客様にご満足いただける製品、システム、
サービスの提供や、お客様とのコミュニケーションを通じ
て、お客様満足の向上を目指しています。
※CS（Customer Satisfaction）：お客様満足

　ユーザエクスペリエンスデザイン(UXD)とは、新しい
価値や魅力的な製品・システムを創出する開発手法です。
UXDの取組みを通して、買い物のお客様だけでなく、お
店や街のあり方についても考察する「リテール事業のUX
コンセプト」を導き出しました。　

　

　UXコンセプトを基に、お客様の買い物行動や思考を
分析し、量販店向けPOSシステムのアイデアを創出しま
した。これらのアイデアは、リテールテックJAPAN2014
「東芝テック2020コーナー」で発表し、次世代のPOSシ
ステムとして多くのお客様にご賛同いただき好評を得る
ことができました。

コンタクトセンター
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お客様に喜んでいただける商品・サービスをお届けするために、
お客様の声を原点に各部門が一丸となって品質活動に取り組み、お客様の立場に立って考え、行動し、
お客様が納得して喜んでいただける安全で確かな品質の商品・サービスを提供します。

お
客
様
へ
の
対
応

お客様の声

お客様満足の向上

安全・安心

UXDの活用

グローバル企業としての活動

お客様への対応（消費者課題）

お客様にサービスしやすい、
「店舗スタッフの皆様が
うれしい」を目指します。

「このお店があるからうれしい」に
つながる機器やシステム、
サービス提案を目指します。

お客様・お店・街の皆様の求める価値をどなたでもわかりやすく、
使いやすいカタチでの提案を目指しています。

お子様からご高齢の方
まで、多様なお客様の

「私がうれしい」を目指します。

ユニバーサルデザイン ＝ アクセシビリティ + ユーザビリティ

街がうれしい

お店がうれしい

お客様がうれしい
製品安全に関する基本方針

東芝テックグループは、製造・販売する製品の全て
のライフサイクルにおける安全について、お客様
と社会の信頼を確保することが経営の重要課題で
あると認識し、製品安全に関する基本方針を定め、
誠実に実行します。

１． 法令の遵守

２． 製品安全自主行動計画の確立

３． 安全・安心を確保する品質管理体制

４． 事故情報等への適切な対応

５． 誤使用等回避の施策

東芝グループCS推進方針

東芝は、お客様の声をすべての発想の原点とし、お
客様にご満足いただける製品、システム、サービス
をご提供します。

１． 安全で信頼される製品、システム、サービスを	
	 提供します。

２． お客様からのご要望、ご相談に誠実、迅速、かつ
	 的確にお応えします。

３． お客様からの声を大切にし、お客様にご満足
	 いただける製品、システム、サービスの開発、	
	 改善を実現するよう努力します。

４． お客様に、製品等に関する情報提供を適切に
	 行います。

５． お寄せいただいたお客様の個人情報を保護
	 します。

リテール事業のUXコンセプト

次世代POSシステムアイデア
カートtoカートセルフレジ
カートのまま
スムーズに会計して駐車場へ

ITエクスプレスレーン
スピード優先の
電子マネー専用レーン

製品安全に関する基本方針
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	 的確にお応えします。

３． お客様からの声を大切にし、お客様にご満足
	 いただける製品、システム、サービスの開発、	
	 改善を実現するよう努力します。
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製品安全に関する基本方針
http://www.toshibatec.co.jp/csr/group/safety/



  「エコ・リーディングカンパニー」として地球と調和した
人類の豊かな生活を実現していくために東芝グループ
「環境ビジョン2050」に基づき活動を進めています。
　下記3つのGをコンセプトに、地球温暖化の防止、資源
の有効活用、化学物質の管理の観点からすべての製品
と事業活動において環境負荷低減に注力しています。

　地球資源からの採取や、汚染物質の放出を最小化し、
環境調和型商品の開発など環境に配慮した活動を最大化
し、製品のライフサイクルの各段階で環境負荷を把握、分
析して環境負荷削減に取り組んでいます。
　東芝テックの製品は、取引先から原材料・部品を調達し、
加工・組み立てして出荷されます。製品は外部に委託した
運送会社によって倉庫・販売店などへ輸送されます。お客
様で使用済みになった製品はできるだけ回収し、再使用や

再資源化しています。
　生産段階では、全エネルギー消費によるCO2排出量は
工場で11,836トン、オフィスで2,511トンです。化学物質
の大気・水域への排出が15トン、排出物のリサイクル量は
1,202トン、埋立処分量は0.62トンです。一方、2014年
度に出荷した主要製品が製品寿命までの期間に排出する
CO2排出量は152,718トンとなっており、製品の省エネ
ルギーの重要性が分かります。

　東芝グループ方針に基づき2015年度までの第5次環境アクションプランを策定し、2012年度から活動を開始しています。
2014年度は全項目にわたり達成しました。引き続き着地点である2015年度の目標達成に向け活動を継続していきます。

※1 代替想定製品のCO2排出量－出荷製品のCO2排出量
     （使用段階の1年分の排出量を比較し、製品寿命の半分を累計）
※2 代替想定製品の製品質量－出荷製品の製品質量
※3 再生プラスチック量÷製品プラスチック使用量×100

※4 日本国内の電力係数は受電端を採用し、90年度4.17、10年度
	 3.50、14年度以降は5.10t-CO2/万kWhを採用
	 海外の電力係数は、90年度以降は当該国独自の受電端を
	 採用、06～12年度はGHGプロトコルの06年度受電端値を
	 継続採用、13年度以降は09年度受電端値を継続採用

※5 東芝テックグループでの定義は「事業活動に伴って生じる副産
	 物やその他の発生物すべて(総発生量)に対し、各種処理後の
	 埋立処分量を製造拠点0.5%未満、非製造拠点1.0%未満にする
	 こと (法律上・行政指導上の制約などがある拠点を除く)」
※6 評価：目標達成（○）、目標未達（△）

CO2
※6 11,836 t

SOX  0 t
NOX  0 t
ばいじん 0 t

BOD 12.7 t
SS 9.9 t
N-ヘキサン 1.0 t
全窒素 5.0 t
排水量 150 千m3

化学物質※3  15 t

廃棄物再資源化量 1,202 t
 0.62 t廃棄物最終埋立処分量

※2

鉄 3,321 t
アルミニウム 759 t
銅 318 t
その他非鉄金属 349 t
プラスチック 3,150 t
ゴム 116 t
ガラス 214 t
紙 113 t
その他 923 t

電力 22,533 MWh
ガス 135 千m3

重油・灯油 0 kl

製品使用時電力・CO2
※5  152,718 t

製品に組み込まれて
移動した化学物質 

76 t電力 328,227 MWh

水資源 174 千m3

化学物質※3  150 t

燃料・CO2
※4 753 t燃料使用量※4  10,962 GJ

再資源化量 2,780 t

電力、熱・CO 2
※6  2,511 t電力 4,361 MWh

熱 2,799 GJ

排 出事業プロセス投 入

使用済み製品回収量 2,864 t

研究開発・設計

製造

調達

製品使用

製品物流

回収・リサイクル

オフィス

注）　※1 集計対象： 東芝テック
　　 ※2 材料・部品の投入：資材調達データから東芝グループ独自の手法で算出
　　 ※3 化学物質の対象： 東芝が指定した 551 物質

※4 製品物流 ： すべて外部委託分のCO2
※5 製品使用時のCO2：2014年度に出荷した主要製品が製品寿命までの期間に排出するCO2
※6 電力のCO2排出係数は、5.10t- CO2/万kWhを使用
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事業経営と環境経営の一体化
2014年度の環境負荷※1

東芝テックグループは「“かけがえのない地球環境”を健全な状態で次世代に引き継いでいくことは、
現存する人間の基本的責務」との認識に立って、豊かな価値の創造と地球との共生を図っていきます。

「環境ビジョン2050」のもと「3つのG」を推進

2014年度 ライフサイクルでの環境負荷

第5次環境アクションプラン

環境

総合

地球温暖化防止

資源有効活用

地球温暖化防止

資源有効活用

化学物質管理

大項目 指標
2014年度 2015年度

目標目標 実績 評価※6

Green
of

Product

Green
of

Process

製品のファクター(2000年度基準)

エクセレントECPの売上高拡大

エコプロダクツによるCO2排出抑制量※1 

製品の省資源化量※2

製品の再生プラスチック利用率※3

温室効果ガス総排出量(1990年度基準)※4 

エネ起源CO2総排出量原単位(2010年度基準)※4 

製品物流CO2総排出量原単位(2010年度基準)

廃棄物量(2000年度基準)

廃棄物総発生量原単位(2010年度基準) 

最終処分率(グループ総発生量比)※5 

水受入量原単位(2010年度基準) 

総排出量(2000年度基準) 

取扱量原単位(2010年度基準)

3.40

780億円

12.9万トン

1.96万トン

4.9％

7.4万t-CO2(165％)

136％

68％

1,892トン(66％)

107％

1.7%

121%

120トン(114％）

86%

3.97

1,848億円

14.9万トン

2.27万トン

5.4％

7.3万 t-CO2(163％)

131％

68％

1,797トン(62％)

100％

1.7%

117%

106トン(101％）

77%

3.92

1,611億円

13.8万トン

2.07万トン

5.4％

7.2万 t-CO2(160％)

131％

68％

1,657トン(57.5％)

99％

1.1%

113%

68.5トン(65.2％）

73%

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

環
境

Green of Product	 環境性能No.1製品の創出

Green of Process	 モノ創りの環境配慮

Green Management	 基盤活動の継続的向上
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つ
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施
策
展
開
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　東芝テックグループでは、 開発するすべての商品で
「環境性能No.1」を追求し、ライフサイクルを通した環
境負荷低減を目指す活動である「Green of Product」
の取り組みを進めています。
　まず、事業戦略から商品企画の段階で、技術動向・他
社動向を想定し、製品をリリースする時点で環境性能が
No.1となる目標を「ecoターゲット」として設定し、製品
開発を進めます。
　次に開発・設計段階では、製品環境アセスメントによ
り法令遵守事項を確認するとともに、製品ライフサイク
ルの各段階においてECP※１の３要素※2（地球温暖化の防

止・資源の有効活用・化学物質の管理）を考慮したECP
基準を満たすことを確認します。
　製品承認段階では「ecoターゲット」の達成状況や
ECP基準の適合を確認し、環境性能No.1を達成してい
る商品は「エクセレントECP」として認定しています。
　今後、あらゆる地域で社会インフラ需要が高まり電
力や資源の消費増大が懸念されますが、環境負荷を低
減するために業界トップの環境性能を有する環境調和
型商品「エクセレントECP」の創出拡大を目指します。
2014年度には13モデルのエクセレントECPを提供す
ることができました。

※商品発売時点。現在の地位を保証するものではありません。

※1	 ECP（Environmentally Conscious Products : 環境調和型商品）とは、材料調達・
	 製造・流通・使用・廃棄・リサイクルといった製品ライフサイクルのすべての段階で、環境
	 に配慮された製品のことを指します。

※2	 ECPの3要素の概要
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など

ECP基準を満たさない製品は
原則として出荷はしない

エクセレント
ECP

ECP ECP基準をクリア

「ecoターゲット」を達成

主要環境性能 No.1

製品環境アセスメント

高い環境性能

地球温暖化の防止
•  消費電力の削減
•  待機電力の削減
•  消費電力の見える化
•  省エネモード
•  出荷時モード 
など

資源の有効活用
•  原材料削減
•  再生材の利用
•  易分解性
•  梱包材削減　
•  消耗品の削減
•  アップグレード、
   長寿命化

化学物質の管理
•  特定有害物質削減
•  グリーン調達
•  化学物質の情報伝達
•  各国規制物質対応 
など

環境ラベル
（第三者認証） 環境性能の開示

エコマーク、国際エネルギー
スタープログラム、エコリーフ、
中国環境ラベル・低炭素マーク、
ブルーエンジェルマークなど

ECPの環境配慮事項
から特定の環境側面
を個別表示

主要環境性能が業界
トップ

エクセレントECP

※3 QFD：品質機能展開　　※4 LCA： ライフサイクルアセスメント

他社ベンチマーク

ecoターゲット

LCA※4

QFD※3

環境効率・
ファクター

製品承認

法規制遵守事項

ECP基準
・東芝テック環境品質

・製品環境アセスメント
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Green of Product 創出の基本方針 Green of Product の活動体系

量販店向けPOSターミナル　M-8750
(2014年6月発売）

・ 省エネNo.1※　
	 アプリ待機電力:40W
・ 省資源No.1※　
	 緩衝材に再生プラ採用

中速モノクロMFP　e-STUDIO207Lシリーズ
(2014年6月発売）

・ 本体質量最軽量、独自のトナーリサイクルシステム、
	 再生プラスチック使用量５％以上を達成し、
	 3R側面で環境性能No.1※
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・ 「消色」「分別」「電子化」を同時に行うオンリーワン製品※

電子レシートシステム　スマートレシート®

(2014年10月発売）

・ 紙レシートの電子化により、紙レシート消費量を
	 大幅に抑制し、省資源化を実現したオンリーワン製品※

環境性能 No.1商品「エクセレントECP」の開発 2014年度の主なエクセレントECP認定商品
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・ 省エネNo.1※(パワーセーブ時電力1.7W）
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　東芝テックグループでは、 開発するすべての商品で
「環境性能No.1」を追求し、ライフサイクルを通した環
境負荷低減を目指す活動である「Green of Product」
の取り組みを進めています。
　まず、事業戦略から商品企画の段階で、技術動向・他
社動向を想定し、製品をリリースする時点で環境性能が
No.1となる目標を「ecoターゲット」として設定し、製品
開発を進めます。
　次に開発・設計段階では、製品環境アセスメントによ
り法令遵守事項を確認するとともに、製品ライフサイク
ルの各段階においてECP※１の３要素※2（地球温暖化の防

止・資源の有効活用・化学物質の管理）を考慮したECP
基準を満たすことを確認します。
　製品承認段階では「ecoターゲット」の達成状況や
ECP基準の適合を確認し、環境性能No.1を達成してい
る商品は「エクセレントECP」として認定しています。
　今後、あらゆる地域で社会インフラ需要が高まり電
力や資源の消費増大が懸念されますが、環境負荷を低
減するために業界トップの環境性能を有する環境調和
型商品「エクセレントECP」の創出拡大を目指します。
2014年度には13モデルのエクセレントECPを提供す
ることができました。

※商品発売時点。現在の地位を保証するものではありません。

※1	 ECP（Environmentally Conscious Products : 環境調和型商品）とは、材料調達・
	 製造・流通・使用・廃棄・リサイクルといった製品ライフサイクルのすべての段階で、環境
	 に配慮された製品のことを指します。

※2	 ECPの3要素の概要
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● 欧州 ● 豪州  ● 北米● アジア

● 日本

　原材料などの調達段階での取り組みとして、グリーン
調達を実施し、環境保全を積極的に推進している調達取
引先様から、環境負荷の小さな納入品の調達を行うこと
を指向しています。

　環境保全への積極的な取り組みを実施されている調達
取引先様からの調達を優先します。

　グリーン調達ガイドラインを日本語、英語、中国語で作
成し、ウェブサイトで公開しています。

　欧州から世界に広がっているR o H S 、R E A C H など
環境関連法規制の遵守、環境関連物質管理基準の遵守、
および環境負荷の小さな部品・原材料の提供をお願いし
ています。

　グリーン調達支援システムの環境性能情報を、部品
データベースを介して社内のさまざまなシステムに提供
し、設計部門、生産部門、資材部門などで活用しています。
また調達取引先様には当社のグリーン調達ガイドライン
に基づいた調査様式によって納入品の含有化学物質デー
タの提供をお願いし、製品含有化学物質情報管理システ
ムでデータ集計を行っております。得られたデータは開示
し、環境調和型商品の開発に活用しています。

　 東芝テックグループはグローバルに使用済み製品の回収・リサイクルに取り組んでいます。

手分解作業によるリサイクル工程
回収した梱包パッド

部品検索システム画面

OCA

本輸
マスタ

購入実績
情報

STC
判定結果

構成表
システム

部品検索
システム

EXCEL
ツールECAD

発番情報

カタログ

納入仕様書

特性情報 標準部品
情報

製造終結

情報

現行部品
対応状況情報

グリーン調達
支援システム

納品切替
予定情報

購入部品発番

設計支援
システム

RoHS
対応

部品情報
提供

回収ボックス
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グリーン調達への取り組み データの活用

調達取引先様での環境保全の推進

調達品への環境関連物質含有の管理

各地域における回収・リサイクルの取り組み

環
境

環境保全の取り組み

１． 環境方針の設定

２． 環境保全システムの整備

３． 教育や実施確認の仕組み

環境関連物質含有管理

１． 関係部署や調達取引先様への周知徹底

２． 環境関連物質管理に関する要求事項の実現

３． 環境関連物質使用状況調査への回答

4． 上記の回答にあたって必要情報の入手

5． 分析測定の実施・調達取引先様からの分析結果
	 の入手（必要に応じ）

6． 調達取引先様の管理体制の調査と把握

部品データベースと設計支援システム

　全国の販売拠点を窓口と
して使用済み製品の回収を
行うとともに、リサイクル委
託業者の工程確認を行い、
回収率、リサイクル率向上に
取り組んでいます。

　フランスでは東芝テックフランス
画像情報システム社がコニビ社と共
同でトナーカートリッジの回収リサイ
クルプログラムを実施しています。
回収したトナーカートリッジはベル
ギーのクローズドループ社で各種原
材料にリサイクルされています。

 シンガポールでは東芝テックシンガ
ポール社が東芝アジアパシフィック
社と東芝データダイナミクス社と共
同でトナーカートリッジの回収リサイ
クルプログラムを実施しています。
　廃棄物の削減に寄与したことに
より2011年にはSingapore 3R 
Packaging Awardを受賞しました。

　クローズ・ザ・ループ社と共同で
「埋立廃棄物ゼロ」リサイクルプロ
グラムに参加しています。
　このプログラムで回収した複写
機・複合機のトナーカートリッジは、
ほぼ100％リサイクルされています。

　梱包パッドを回収し、再利
用する「包装材リユースシス
テム」を一部機種で実施して
います。

環境 Green of Product   
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し、環境調和型商品の開発に活用しています。

　 東芝テックグループはグローバルに使用済み製品の回収・リサイクルに取り組んでいます。

手分解作業によるリサイクル工程
回収した梱包パッド

部品検索システム画面

OCA

本輸
マスタ

購入実績
情報

STC
判定結果

構成表
システム

部品検索
システム

EXCEL
ツールECAD

発番情報

カタログ

納入仕様書

特性情報 標準部品
情報

製造終結

情報

現行部品
対応状況情報

グリーン調達
支援システム

納品切替
予定情報

購入部品発番

設計支援
システム

RoHS
対応

部品情報
提供

回収ボックス
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グリーン調達への取り組み データの活用

調達取引先様での環境保全の推進

調達品への環境関連物質含有の管理

各地域における回収・リサイクルの取り組み

環
境

環境保全の取り組み

１． 環境方針の設定

２． 環境保全システムの整備

３． 教育や実施確認の仕組み

環境関連物質含有管理

１． 関係部署や調達取引先様への周知徹底

２． 環境関連物質管理に関する要求事項の実現

３． 環境関連物質使用状況調査への回答

4． 上記の回答にあたって必要情報の入手

5． 分析測定の実施・調達取引先様からの分析結果
	 の入手（必要に応じ）

6． 調達取引先様の管理体制の調査と把握

部品データベースと設計支援システム

　全国の販売拠点を窓口と
して使用済み製品の回収を
行うとともに、リサイクル委
託業者の工程確認を行い、
回収率、リサイクル率向上に
取り組んでいます。

　フランスでは東芝テックフランス
画像情報システム社がコニビ社と共
同でトナーカートリッジの回収リサイ
クルプログラムを実施しています。
回収したトナーカートリッジはベル
ギーのクローズドループ社で各種原
材料にリサイクルされています。

 シンガポールでは東芝テックシンガ
ポール社が東芝アジアパシフィック
社と東芝データダイナミクス社と共
同でトナーカートリッジの回収リサイ
クルプログラムを実施しています。
　廃棄物の削減に寄与したことに
より2011年にはSingapore 3R 
Packaging Awardを受賞しました。

　クローズ・ザ・ループ社と共同で
「埋立廃棄物ゼロ」リサイクルプロ
グラムに参加しています。
　このプログラムで回収した複写
機・複合機のトナーカートリッジは、
ほぼ100％リサイクルされています。

　梱包パッドを回収し、再利
用する「包装材リユースシス
テム」を一部機種で実施して
います。

環境 Green of Product   



  エネルギー使用に伴うCO2排出量を削減するために、エ
ネルギーの有効利用を行っています。
  海外拠点での部品事業の取り込み等により、2011年度
はCO2排出量が増加しましたが、2014年度はLED照明
への切り替え、断熱工事など各種取り組みを実施した結
果、生産増加によるCO2排出量増加を緩和し、微増にとど
めることができました。
  また国内拠点では省エネ法に基づいた夏季冬季、昼時
間のピーク電力データの把握を開始しました。

   2014年度は輸入部品などを個別輸送から積合せ輸送
に変え、積載効率を向上させることで輸送トラックを削減
しました。
  また、新製品を小型・軽量化するなど、製品輸送に伴う
CO2排出量の抑制に努めました。

　資源の有効利用のために、リサイクル利用も含めた総発
生量の抑制に取り組んでいます。事業の伸長にともない、廃
棄物総発生量は近年増加傾向でしたが、 2014年度は、ダ
ンボール廃棄物の削減、海外拠点への物流用パレットのリ
ユースなど、各種取り組みを実施した結果、生産増加による
廃棄物の増加を緩和し、微増にとどめることができました。
  また、国内においてリサイクラーとの情報交換を実施し
ました。今後も資源の有効利用に取り組んでいきます。

  生産工程で使用する水資源は少なく、トイレや食堂およ
び寮など生活用の水使用がほとんどで、近年の水使用は、
ほぼ横ばいとなっています。ポスターなどで節水について
の啓蒙を行っており、今後も継続していきます。

  環境関連法に該当する物質を「禁止」「削減」「管理」に分
けて削減・管理に取り組んでいます。
　「削減物質」については環境へ直接影響する大気や水域
への排出量削減に努めています。2011年度は海外での
部品事業などの取り込みにより化学物質排出量が増加し
ましたが、2014年度は、化学物質の排出が少ない製造設
備導入や、工程の見直し等により前年度比で１１%削減し
ました。
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地球温暖化の防止
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エネルギー使用によるCO2の増大を最小限に

製品輸送に伴うＣＯ2排出量の抑制

TOPICS　　高断熱工事

株式会社ＴＯＳＥＩ
高断熱性屋根の導入により、
エネルギーを効率的に利用しています。

東芝テックグループでは、
ＣＯ2以外の温室効果ガスの排出はありません。

東芝テックグループでは、
オゾン層破壊物質は全廃済みです。

TOPICS　　省エネ診断とLED照明の採用

東芝テック深圳社
建物の省エネ診断の結果から
LED照明を採用しました。

TOPICS　　マルチスポットフロー

東芝テック深圳社、東芝テックマレーシア製造社、 
テックインドネシア社
マルチスポットフロー設備を導入し、
半田付け前処理で使用していた化学物質を、
従来の全面塗布から、必要箇所の塗布に
することにより削減しました。

資源の有効活用 化学物質の管理
廃棄物総発生量の増加を最小限に 製造工程で使用する化学物質排出量の削減

TOPICS　　リサイクラーとの情報交換

東芝テック静岡事業所
使用済み製品の解体工程の見学および
リサイクラーとの意見交換を行ないました。
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廃棄物総排出量の推移
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水受入量の推移

環境 Green of Process   

水資源の有効利用

環
境



  エネルギー使用に伴うCO2排出量を削減するために、エ
ネルギーの有効利用を行っています。
  海外拠点での部品事業の取り込み等により、2011年度
はCO2排出量が増加しましたが、2014年度はLED照明
への切り替え、断熱工事など各種取り組みを実施した結
果、生産増加によるCO2排出量増加を緩和し、微増にとど
めることができました。
  また国内拠点では省エネ法に基づいた夏季冬季、昼時
間のピーク電力データの把握を開始しました。

   2014年度は輸入部品などを個別輸送から積合せ輸送
に変え、積載効率を向上させることで輸送トラックを削減
しました。
  また、新製品を小型・軽量化するなど、製品輸送に伴う
CO2排出量の抑制に努めました。

　資源の有効利用のために、リサイクル利用も含めた総発
生量の抑制に取り組んでいます。事業の伸長にともない、廃
棄物総発生量は近年増加傾向でしたが、 2014年度は、ダ
ンボール廃棄物の削減、海外拠点への物流用パレットのリ
ユースなど、各種取り組みを実施した結果、生産増加による
廃棄物の増加を緩和し、微増にとどめることができました。
  また、国内においてリサイクラーとの情報交換を実施し
ました。今後も資源の有効利用に取り組んでいきます。

  生産工程で使用する水資源は少なく、トイレや食堂およ
び寮など生活用の水使用がほとんどで、近年の水使用は、
ほぼ横ばいとなっています。ポスターなどで節水について
の啓蒙を行っており、今後も継続していきます。

  環境関連法に該当する物質を「禁止」「削減」「管理」に分
けて削減・管理に取り組んでいます。
　「削減物質」については環境へ直接影響する大気や水域
への排出量削減に努めています。2011年度は海外での
部品事業などの取り込みにより化学物質排出量が増加し
ましたが、2014年度は、化学物質の排出が少ない製造設
備導入や、工程の見直し等により前年度比で１１%削減し
ました。
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国内製品輸送に伴うＣＯ２排出量の推移

注）国内電力のCO2排出係数は受電端を採用し、07年度4.53、08年度3.73、09年度3.51、
	 10年度3.50、11年度4.76、12年度4.87、13年度以降5.10ｔ-CO2/万ｋＷｈ。海外は、
	 06年度から12年度まではGHGプロトコルの06年度受電端値、13年度以降はGHG
	 プロトコルの09年度受電端値を採用。

エネルギー使用によるCO2の増大を最小限に

製品輸送に伴うＣＯ2排出量の抑制

TOPICS　　高断熱工事

株式会社ＴＯＳＥＩ
高断熱性屋根の導入により、
エネルギーを効率的に利用しています。

東芝テックグループでは、
ＣＯ2以外の温室効果ガスの排出はありません。

東芝テックグループでは、
オゾン層破壊物質は全廃済みです。

TOPICS　　省エネ診断とLED照明の採用

東芝テック深圳社
建物の省エネ診断の結果から
LED照明を採用しました。

TOPICS　　マルチスポットフロー

東芝テック深圳社、東芝テックマレーシア製造社、 
テックインドネシア社
マルチスポットフロー設備を導入し、
半田付け前処理で使用していた化学物質を、
従来の全面塗布から、必要箇所の塗布に
することにより削減しました。

資源の有効活用 化学物質の管理
廃棄物総発生量の増加を最小限に 製造工程で使用する化学物質排出量の削減

TOPICS　　リサイクラーとの情報交換

東芝テック静岡事業所
使用済み製品の解体工程の見学および
リサイクラーとの意見交換を行ないました。
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廃棄物総排出量の推移
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化学物質排出量の推移
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水受入量の推移

環境 Green of Process   

水資源の有効利用

環
境



東芝テック地球環境会議

※環境負荷低減量は、２０１３年度と２０１４年度の差分。マイナス効果は、生産増加などにより削減効果以上の環境負荷の増大があったことを示します。	 	

　環境経営推進のため1993年から独自に開発した東芝
総合環境監査システムにより監査を実施しています。こ
の監査システムに基づき全社を対象とした環境経営監
査、生産/非生産拠点を対象としたサイト環境監査および
事業本部の製品を対象とした製品環境技術監査を実施
しています。

　2014年度の環境保全コストは、連結で設備投資1.6億
円、費用7.9億円を投入しました。特に温暖化防止や省エ
ネルギー対策に投資しました。一方、効果は5.3億円とな
りました。

　環境保全コストとその効果を定量的に把握し、企業活動の指針として活用するために環境会計制度を導入しています。

29 30

経営理念とCSR活動のもとで環境経営を実践 東芝総合環境監査システム

環境会計

環境経営度の向上と環境リスクの低減を目指す

社長

各事業本部長

環境担当役員

環境戦略室

経営幹部

事業本部 事 業 所 海外関係会社国内関係会社

東芝テック
地球環境会議

環境経営
推進委員会

事業系環境
推進委員会

ECP推進
委員会

環境経営監査 全社の環境経営全般を監査

製品環境技術監査
事業本部や関係会社の製品の
アクションプランの進捗、EMS、
環境技術活動実績を監査

サイト環境監査
生産/非生産拠点の環境経営
全般、アクションプランの進捗、
遵法状況、施設管理を監査

環境経営度の向上と環境リスクの低減を目指す

社長

各事業本部長

環境担当役員

環境戦略室

経営幹部

事業本部 事 業 所 海外関係会社国内関係会社

東芝テック
地球環境会議

環境経営
推進委員会

事業系環境
推進委員会

ECP推進
委員会

環境経営監査 全社の環境経営全般を監査

製品環境技術監査
事業本部や関係会社の製品の
アクションプランの進捗、EMS、
環境技術活動実績を監査

サイト環境監査
生産/非生産拠点の環境経営
全般、アクションプランの進捗、
遵法状況、施設管理を監査

環境基本方針

　東芝テックグループは、リテール事業、プリンティング事業、AI/IJ事業を核にグローバルワンストップソリュー
ションを提供する「地球内企業」として、環境に配慮したモノ創りを通してお客様及び自社の環境負荷を低減するこ
とで持続可能な地球社会の発展に貢献します。
　かけがえのない地球環境を健全な状態で次世代に引き継いでいくために、事業活動と環境活動の融合を図り、
低炭素社会、循環型社会、自然共生社会を目指したグロ－バルの環境経営を実践します。
　環境経営の重要な柱として、Green of Product 、 Green of Process 、 Green Managementを掲げ、環境
対応に積極的に取り組み、店舗やオフィスなどの業務分野での環境負荷低減に貢献します。

１. Green of Product
・ 環境性能No.1を追求し、エクセレントECPの創出と普及拡大をめざします。
・ グローバルに環境調和型商品を提供するため、環境に配慮した材料・部品のグリーン調達および3R、省エネルギー、
	 特定化学物質全廃設計によりライフサイクルを通した環境負荷の低減を推進します。
・ 環境調和型商品の販売・サービスを促進し、お客様の使用時での環境負荷の低減に貢献します。
・ 使用済み製品の回収・リサイクルや部品の再使用などで、循環型社会構築に貢献します。

２. Green of Process
・ 地域性に配慮し、省資源・省エネルギー・化学物質の適正管理に取り組み、環境に配慮した生産・販売・サービスを
	 行います。
・ 「モノ創り」や物流・業務の効率化により、低炭素社会の実現を目指します。

３. Green Management
・ 事業活動、製品、サ－ビスに関わる環境的側面について、生物多様性を含む環境影響を評価し、環境負荷の低減、
	 汚染防止などに関する環境目的および環境目標を設定・推進し、継続的な改善・向上を図ります。
・ 世界の国／地域に適用される環境に関する法律・条令、およびその他東芝テックグル－プとして受け入れを決めた	
	 事項などを遵守します。
・ 社員一人ひとりが環境活動を推進できるように、環境教育・啓蒙活動を展開し、環境マインドを高めます。
・ 環境方針、環境活動について広く社内外へ積極的に公開します。
・ 行政、地域、関係団体などと協調し、社会全体の環境活動に参画・協力します。

環境推進体制

コストと効果

集計対象： 東芝テック本社および静岡事業所、国内生産関係会社
	 　　　3社、海外生産関係会社6社
集計期間：2014年4月1日～2015年3月31日
注） 集計の一部に推計を含みます。

環境保全コスト

環境保全効果

顧客効果

みなし効果実質効果

A

A

B

B

C

C

大項目

大項目

内容

内容 効果額 算定方式

環境負荷低減 1  ～ 3

大気、水質、土壌汚染防止など
温暖化防止、オゾン層保護など
廃棄物のリサイクルなど
グリーン購入、製品回収リサイクルなど
EMS構築、環境教育、緑化・美化など
環境調和型製品のための技術開発など
団体への寄付、支援など
土壌汚染修復など
合　計

使用段階での
環境負荷低減効果

化学物質など排出削減効果

電気料や水道料
などの削減金実質効果 -76.6 電気料金や廃棄物処理費用などの前年度に対して節減できた金額と有価値物売却益の合計。

みなし効果 -1,186.9
排水・大気への
環境負荷削減量
を金額換算

顧客効果 1,788.8
製品の使用段階
での負荷削減量
を金額換算

（1） 事業エリア内コスト
	 1  公害防止コスト
	 2  地球環境保全コスト
	 3  資源循環コスト
（２） 上・下流コスト
（3） 管理活動コスト
（4） 研究開発コスト
（5） 社会活動コスト
（6） 環境損傷コスト 

134.6
27.3
105.1
2.2
0.0
22.0
0.0
0.0
0.0

156.6

102.0
24.3
77.7
0.0
0.0
14.5
0.0
0.0
0.0

116.5

193.8
48.2
59.0
86.6
103.7
349.6
128.6
16.4
0.5

792.7

95.5
5.0
41.5
49.0
98.9
314.2
128.6
13.5
0.5

651.3

14.9
16.5
12.1
-13.7
0.1
38.0
1.1
-11.0
1.0
44.2

-11.9
4.7
-1.8
-14.8
-0.9
30.0
1.1
-8.6
0.4
10.2

957.4
831.4
1,788.8

-1,186.9

4,163 万kWh
1,410 t

-18.6 t

電力
ロール紙

連結 単独連結 単独連結 単独

金額効果（百万円）

金額効果（百万円）

環境負荷低減量

合  計

環境負荷低減量項目

項目

単位：百万円

単位：百万円

項目 金額効果（百万円）環境負荷低減量

エネルギー

廃棄物

用水

合 計

-3,500 GJ

13.0 t

-9.5 千m3

-131.8

63.5

-8.3

-76.6

合  計 525.3 

環境基準とACGIH-TLV（米国産業衛生専門家会議で定めた物質ごとの許容濃度）を基にカドミウム
換算した物質ごとの重みづけを行い、カドミウム公害の賠償費用を乗じて金額を算出。
大気・水域・土壌などへの環境負荷の削減量を金額換算することで、異なる環境負荷を同一の基準で比較。

製品の使用段階での環境負荷低減効果を物量単位と貨幣単位で評価。
省エネルギー効果に関しては次式を用いて効果を計算。
効果(円) ＝ Σ〔(旧機種の年間消費電力量－新機種の年間消費電力量) × 年間販売台数×電力量目安単価〕

対13年度費用額増減費用投資額

環境 Green Management

環
境



東芝テック地球環境会議

※環境負荷低減量は、２０１３年度と２０１４年度の差分。マイナス効果は、生産増加などにより削減効果以上の環境負荷の増大があったことを示します。	 	

　環境経営推進のため1993年から独自に開発した東芝
総合環境監査システムにより監査を実施しています。こ
の監査システムに基づき全社を対象とした環境経営監
査、生産/非生産拠点を対象としたサイト環境監査および
事業本部の製品を対象とした製品環境技術監査を実施
しています。

　2014年度の環境保全コストは、連結で設備投資1.6億
円、費用7.9億円を投入しました。特に温暖化防止や省エ
ネルギー対策に投資しました。一方、効果は5.3億円とな
りました。

　環境保全コストとその効果を定量的に把握し、企業活動の指針として活用するために環境会計制度を導入しています。

29 30

経営理念とCSR活動のもとで環境経営を実践 東芝総合環境監査システム

環境会計

環境経営度の向上と環境リスクの低減を目指す

社長

各事業本部長

環境担当役員

環境戦略室

経営幹部

事業本部 事 業 所 海外関係会社国内関係会社

東芝テック
地球環境会議

環境経営
推進委員会

事業系環境
推進委員会

ECP推進
委員会

環境経営監査 全社の環境経営全般を監査

製品環境技術監査
事業本部や関係会社の製品の
アクションプランの進捗、EMS、
環境技術活動実績を監査

サイト環境監査
生産/非生産拠点の環境経営
全般、アクションプランの進捗、
遵法状況、施設管理を監査

環境経営度の向上と環境リスクの低減を目指す

社長

各事業本部長

環境担当役員

環境戦略室

経営幹部

事業本部 事 業 所 海外関係会社国内関係会社

東芝テック
地球環境会議

環境経営
推進委員会

事業系環境
推進委員会

ECP推進
委員会

環境経営監査 全社の環境経営全般を監査

製品環境技術監査
事業本部や関係会社の製品の
アクションプランの進捗、EMS、
環境技術活動実績を監査

サイト環境監査
生産/非生産拠点の環境経営
全般、アクションプランの進捗、
遵法状況、施設管理を監査

環境基本方針

　東芝テックグループは、リテール事業、プリンティング事業、AI/IJ事業を核にグローバルワンストップソリュー
ションを提供する「地球内企業」として、環境に配慮したモノ創りを通してお客様及び自社の環境負荷を低減するこ
とで持続可能な地球社会の発展に貢献します。
　かけがえのない地球環境を健全な状態で次世代に引き継いでいくために、事業活動と環境活動の融合を図り、
低炭素社会、循環型社会、自然共生社会を目指したグロ－バルの環境経営を実践します。
　環境経営の重要な柱として、Green of Product 、 Green of Process 、 Green Managementを掲げ、環境
対応に積極的に取り組み、店舗やオフィスなどの業務分野での環境負荷低減に貢献します。

１. Green of Product
・ 環境性能No.1を追求し、エクセレントECPの創出と普及拡大をめざします。
・ グローバルに環境調和型商品を提供するため、環境に配慮した材料・部品のグリーン調達および3R、省エネルギー、
	 特定化学物質全廃設計によりライフサイクルを通した環境負荷の低減を推進します。
・ 環境調和型商品の販売・サービスを促進し、お客様の使用時での環境負荷の低減に貢献します。
・ 使用済み製品の回収・リサイクルや部品の再使用などで、循環型社会構築に貢献します。

２. Green of Process
・ 地域性に配慮し、省資源・省エネルギー・化学物質の適正管理に取り組み、環境に配慮した生産・販売・サービスを
	 行います。
・ 「モノ創り」や物流・業務の効率化により、低炭素社会の実現を目指します。

３. Green Management
・ 事業活動、製品、サ－ビスに関わる環境的側面について、生物多様性を含む環境影響を評価し、環境負荷の低減、
	 汚染防止などに関する環境目的および環境目標を設定・推進し、継続的な改善・向上を図ります。
・ 世界の国／地域に適用される環境に関する法律・条令、およびその他東芝テックグル－プとして受け入れを決めた	
	 事項などを遵守します。
・ 社員一人ひとりが環境活動を推進できるように、環境教育・啓蒙活動を展開し、環境マインドを高めます。
・ 環境方針、環境活動について広く社内外へ積極的に公開します。
・ 行政、地域、関係団体などと協調し、社会全体の環境活動に参画・協力します。

環境推進体制

コストと効果

集計対象： 東芝テック本社および静岡事業所、国内生産関係会社
	 　　　3社、海外生産関係会社6社
集計期間：2014年4月1日～2015年3月31日
注） 集計の一部に推計を含みます。

環境保全コスト

環境保全効果

顧客効果

みなし効果実質効果

A

A

B

B

C

C

大項目

大項目

内容

内容 効果額 算定方式

環境負荷低減 1  ～ 3

大気、水質、土壌汚染防止など
温暖化防止、オゾン層保護など
廃棄物のリサイクルなど
グリーン購入、製品回収リサイクルなど
EMS構築、環境教育、緑化・美化など
環境調和型製品のための技術開発など
団体への寄付、支援など
土壌汚染修復など
合　計

使用段階での
環境負荷低減効果

化学物質など排出削減効果

電気料や水道料
などの削減金実質効果 -76.6 電気料金や廃棄物処理費用などの前年度に対して節減できた金額と有価値物売却益の合計。

みなし効果 -1,186.9
排水・大気への
環境負荷削減量
を金額換算

顧客効果 1,788.8
製品の使用段階
での負荷削減量
を金額換算

（1） 事業エリア内コスト
	 1  公害防止コスト
	 2  地球環境保全コスト
	 3  資源循環コスト
（２） 上・下流コスト
（3） 管理活動コスト
（4） 研究開発コスト
（5） 社会活動コスト
（6） 環境損傷コスト 

134.6
27.3
105.1
2.2
0.0
22.0
0.0
0.0
0.0

156.6

102.0
24.3
77.7
0.0
0.0
14.5
0.0
0.0
0.0

116.5

193.8
48.2
59.0
86.6
103.7
349.6
128.6
16.4
0.5

792.7

95.5
5.0
41.5
49.0
98.9
314.2
128.6
13.5
0.5

651.3

14.9
16.5
12.1
-13.7
0.1
38.0
1.1
-11.0
1.0
44.2

-11.9
4.7
-1.8
-14.8
-0.9
30.0
1.1
-8.6
0.4
10.2

957.4
831.4
1,788.8

-1,186.9

4,163 万kWh
1,410 t

-18.6 t

電力
ロール紙

連結 単独連結 単独連結 単独

金額効果（百万円）

金額効果（百万円）

環境負荷低減量

合  計

環境負荷低減量項目

項目

単位：百万円

単位：百万円

項目 金額効果（百万円）環境負荷低減量

エネルギー

廃棄物

用水

合 計

-3,500 GJ

13.0 t

-9.5 千m3

-131.8

63.5

-8.3

-76.6

合  計 525.3 

環境基準とACGIH-TLV（米国産業衛生専門家会議で定めた物質ごとの許容濃度）を基にカドミウム
換算した物質ごとの重みづけを行い、カドミウム公害の賠償費用を乗じて金額を算出。
大気・水域・土壌などへの環境負荷の削減量を金額換算することで、異なる環境負荷を同一の基準で比較。

製品の使用段階での環境負荷低減効果を物量単位と貨幣単位で評価。
省エネルギー効果に関しては次式を用いて効果を計算。
効果(円) ＝ Σ〔(旧機種の年間消費電力量－新機種の年間消費電力量) × 年間販売台数×電力量目安単価〕

対13年度費用額増減費用投資額

環境 Green Management

環
境



　東芝テックグループの生物多様性保全の取り組みは、地域、従業員、取引先、製品のあらゆる事業活動に係る活動が
生物多様性に影響を及ぼしていることから、生物多様性の活動を「製品」「事業所」「サプライチェーン」「社会貢献」の
４本の柱で進めています。
● 生物多様性保全の取り組みの4本柱

31 32

製品
製品使用時の生物多様性への
負荷の最小化

お客様

事業所
従業員による事業所内や家庭で
の生物多様性の保全活動の推進

従業員

サプライチェーン
サプライチェーンと通じた生物
多様性活動の拡大

取引先様

社会貢献
地域の生物多様性保全活動への
参加と連携

自治体・近隣

生物多様性保全への取り組み

製品
製品使用時の生物多様性への
負荷の最小化

お客様

事業所
従業員による事業所内や家庭で
の生物多様性の保全活動の推進

従業員

サプライチェーン
サプライチェーンと通じた生物
多様性活動の拡大

取引先様

社会貢献
地域の生物多様性保全活動への
参加と連携

自治体・近隣

環
境

生物多様性保全の考え方 展示会への出展

社外表彰の受賞

各国での生物多様性保全の取り組み

東芝アメリカビジネスソリューション社
敷地内に観察所を設け、
希少種の蝶を観測

東芝テックマレーシア製造社
アオウミガメの卵を外敵から保護し、孵化した亀を海に返還

東芝テックヨーロッパ画像情報システム社
構内の一部を整地し、鳥類の保護区を設置

東芝テック深圳社
市と協力しマングローブ科目の
分布状況を観察し、成長を援助

東芝テック静岡事業所
絶滅危惧種ミシマサイコの
保護・増殖活動を継続

さまざまな環境コミュニケーション

東芝グループ環境展
● 開催日：2014年 8月28日～29日　
● 場所：東芝ビル(浜松町)
　TCx-Gravity を中心としたオムニチャネルソ
リューションを展示、流通システムの革新から環
境貢献を訴求しました。
　また、画像処理式縦型スキャナも人気を呼ん
でいました。

エコプロダクツ展2014
● 開催日：2014年12月11日～13日　
● 場所：東京ビッグサイト
　中央ステージでLoops教室を実施し、環境大
臣表彰に輝いた画像処理式縦型スキャナも出
展、ともに限りある資源の節約という観点で、来
場客の関心を集めていました。

リテールテックJAPAN
● 開催日：2015年 3月3日～6日　
● 場所：東京ビッグサイト
　スマートレシートをメインに展開し、紙レシート
の削減による費用低減、環境貢献効果をアピー
ルしました。近未来の小売・流通のあり方のイ
メージを提供できました。

地球温暖化防止活動環境大臣表彰
画像処理式縦型スキャナ「IS-910T」
　商品の梱包材やバーコードラベルなどの削
減が評価され、画像処理式縦型スキャナ「IS -
910T」を活用したPOSシステムが、「平成26年
度地球温暖化防止活動環境大臣表彰（技術開発・
製品化部門）」を受賞しました。
　当社が同表彰を受賞するのは、2011年の「用
紙を再利用する複合機システム（Loops）」に続
き、2回目になります。

環境 Green Management



　東芝テックグループの生物多様性保全の取り組みは、地域、従業員、取引先、製品のあらゆる事業活動に係る活動が
生物多様性に影響を及ぼしていることから、生物多様性の活動を「製品」「事業所」「サプライチェーン」「社会貢献」の
４本の柱で進めています。
● 生物多様性保全の取り組みの4本柱

31 32

製品
製品使用時の生物多様性への
負荷の最小化

お客様

事業所
従業員による事業所内や家庭で
の生物多様性の保全活動の推進

従業員

サプライチェーン
サプライチェーンと通じた生物
多様性活動の拡大

取引先様

社会貢献
地域の生物多様性保全活動への
参加と連携

自治体・近隣

生物多様性保全への取り組み

製品
製品使用時の生物多様性への
負荷の最小化

お客様

事業所
従業員による事業所内や家庭で
の生物多様性の保全活動の推進

従業員

サプライチェーン
サプライチェーンと通じた生物
多様性活動の拡大

取引先様

社会貢献
地域の生物多様性保全活動への
参加と連携

自治体・近隣

環
境

生物多様性保全の考え方 展示会への出展

社外表彰の受賞

各国での生物多様性保全の取り組み

東芝アメリカビジネスソリューション社
敷地内に観察所を設け、
希少種の蝶を観測

東芝テックマレーシア製造社
アオウミガメの卵を外敵から保護し、孵化した亀を海に返還

東芝テックヨーロッパ画像情報システム社
構内の一部を整地し、鳥類の保護区を設置

東芝テック深圳社
市と協力しマングローブ科目の
分布状況を観察し、成長を援助

東芝テック静岡事業所
絶滅危惧種ミシマサイコの
保護・増殖活動を継続

さまざまな環境コミュニケーション

東芝グループ環境展
● 開催日：2014年 8月28日～29日　
● 場所：東芝ビル(浜松町)
　TCx-Gravity を中心としたオムニチャネルソ
リューションを展示、流通システムの革新から環
境貢献を訴求しました。
　また、画像処理式縦型スキャナも人気を呼ん
でいました。

エコプロダクツ展2014
● 開催日：2014年12月11日～13日　
● 場所：東京ビッグサイト
　中央ステージでLoops教室を実施し、環境大
臣表彰に輝いた画像処理式縦型スキャナも出
展、ともに限りある資源の節約という観点で、来
場客の関心を集めていました。

リテールテックJAPAN
● 開催日：2015年 3月3日～6日　
● 場所：東京ビッグサイト
　スマートレシートをメインに展開し、紙レシート
の削減による費用低減、環境貢献効果をアピー
ルしました。近未来の小売・流通のあり方のイ
メージを提供できました。

地球温暖化防止活動環境大臣表彰
画像処理式縦型スキャナ「IS-910T」
　商品の梱包材やバーコードラベルなどの削
減が評価され、画像処理式縦型スキャナ「IS -
910T」を活用したPOSシステムが、「平成26年
度地球温暖化防止活動環境大臣表彰（技術開発・
製品化部門）」を受賞しました。
　当社が同表彰を受賞するのは、2011年の「用
紙を再利用する複合機システム（Loops）」に続
き、2回目になります。

環境 Green Management



　東芝テックでは、1992年に従業員の給与および賞与
からの積立による「東芝テック社会貢献基金」を設立し、
毎年、地域の福祉助成、次世代を担う子どもたちの支
援、環境保全助成のための金品の寄付、さらに大規模災
害時には、義援金として寄付を行ってきています。2014
年度は、福島県「東日本大震災ふくしまこども寄附金」、
社会福祉法人中央共同募金会等への寄付を行い、これ
までの寄付の積み重ねが約１億２千万円となりました。

　2015年4月、東芝テックグループの新入社員107名
が、東芝グループの東北復興支援研修に参加しました。
宮城県南三陸町および石巻市での牡蠣の養殖に使用す
るホタテの貝殻の選別作業や、松くい虫被害で伐採した
森の整地やヒノキの苗の植樹等の活動を行いました。本
活動は新入社員にとっても被災地における貴重な社会
体験の場となっています。

　東芝グループが取り組んでいるピンクリボン活動に
2009年から参加しています。2014年度は、東京、仙
台、神戸で開催されたウォーキングイベントに、30名の
グループ従業員が参加しました。

　静岡事業所では、環境意識の向上と地域社会への貢
献を目的に、2002年よりプルタブの収集活動に取り組
んでいます。プルタブは事業所内の自動販売機や従業
員の家庭から収集し、年に２回、地域の福祉施設に寄贈
し、施設の活動に役立てていただいています。2014年
度は、5月に12.5㎏（約30,000個）、12月に22㎏（約
55,000個）を寄贈し、これまでに寄贈したプルタブの累
計は370kgを超えました。

　静岡事業所では、毎年、事業所近隣の障がい者施設に
おいて、施設に居住する方々の住みやすさの向上のた
め、施設周辺の草刈りを中心とした清掃ボランティア活
動を実施しています。2014年7月に実施した活動には、
12名のグループ従業員が参加し、作業を行いました。

　夏休みに従業員のお子様を本社事務所へ招待してい
ます。ショールームや職場の見学、レジ体験、社長室訪問
などを通じて、お子さまの社会体験の一つとするととも
に、親子の絆を深める機会となっています。

　体験学習として、地域や修学旅行中の小・中・高校生の
事業所見学を受け入れています。ショールームの見学や
製品操作、従業員とのディスカッションなどを通じて、将来
に向けた学習を支援しています。

　2011年4月、静岡事業所近隣の幼稚園、小学校に図
書、絵本を寄贈し、以後、従業員ボランティアによる「読み
聞かせ」を実施しています。4年目となった2014年度は、
社内に読み聞かせボランティアの輪が広がり、伊豆の国
市内の幼稚園にて実施した6回の読み聞かせに、多くのグ
ループ従業員が参加しました。
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プルタブの寄贈活動

福祉施設における草刈りボランティア

「本社事務所子ども見学会」の開催

事業所見学・職場体験学習の受け入れ

ピンクリボン活動の推進
読み聞かせボランティア

東芝テックグループでは、行動基準の中で「社会とのかかわり」に関する基本方針を明確化し、
この方針に基づき、事業を活かした活動および継続的な地域との交流に注力し、
さまざまな社会貢献活動に取り組んでいます。

東芝テック社会貢献基金

地域貢献・ボランティア活動

次世代を担う子どもたちの支援

コミュニティへの参画およびコミュニティ  の発展
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社会とのかかわりに関する基本方針

１. 地域社会との連帯と協調を図り、その一員として責任を果たすとともに、NPO・NGO、行政、国際機関など、
	 幅広いステークホルダーと連携、協働を進めます。

2. 役員・従業員のボランティア活動等を支援するとともに、公民権の行使について最大限配慮します。

3. 社会への貢献度、目的、公共性等を勘案し、事業活動を行っている国や地域で適時かつ適正な寄付を行います。

4. 社会とのあらゆるかかわりにおいて、ブランドイメージの向上に努めます。
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　東芝テックソリューションサービス（株）では、科学体
験や仕事体験などをテーマに、体験型学習機会を創出す
る目的で、従業員が講師となり、小学校や特別支援学校
で出前授業を行っています。
　2015年2月には、体験型出前授業「体験！レジ係」の活
動が高く評価され、文部科学省主催「青少年の体験活動
推進企業表彰」の審査委員会奨励賞を受賞しました。

　
　静岡県三島市が主催で行う、地下水涵養(かんよう)と土
砂流出防止を目的とした、沢に小さなダムを作る活動に
2003年より毎年参加しています。2014年度は、三島市
箱根の里付近で行われた活動に従業員およびその家族が
参加し、間伐と間伐材を利用した小さなダムを12基つく
りました。今回で11回目の参加となり、累計103基のダム
が完成しています。

　静岡県三島市が主催する「楽寿園環境整備・清掃奉仕活
動」に毎年参加しています。2014年度は、5月、10月に行
われた活動に総勢30名のグループ従業員およびその家族
が参加し、花苗の植え付け、園内のゴミ拾いなどを行いま
した。

海外グループ会社においても様々な活動を行っています。
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コミュニティへの参画およびコミュニティの発展
出前授業の実施

テックインドネシア社

東芝テックマレーシア製造社

東芝テック深圳社

● 成都ジャイアントパンダ繁殖研究基地

● 小学校への教育支援

東芝アメリカビジネスソリューション社

三島市「森の小さなダム作り」事業への参加

三島市立公園「楽寿園」環境整備・清掃奉仕活動への参加

「こども科学センター・ハチラボ」における企画展示

「体験！レジ係」とは
小学校、高校、特別支援学校などを対象にレジやバーコードに関する体験活動を通して働く人・消費者・社会とつながり
や情報の活用について学ぶ、2009年に始まったプログラムです。「体験！レジ係」の他にも科学体験学習を「体験型
出前授業」のプログラムとして実施しています。

地球環境のための活動

海外における活動

　「こども科学センター・ハチラボ」(東京都渋谷区)において、2015年３月25日～５
月24日の２カ月間にわたり、「買い物の中のサイエンス」をテーマに東芝テックの製
品を活用した企画展示を行いました。レジやバーコードなど身近にある機器や仕組
みが、私たちの暮らしを便利にするのに役立ち、有益なコミュニケーションツールと
して機能していることを体験的に学べるような実物展示やパネルによる解説を行い
ました。また、期間中、小学校１～６年生を対象にしたワークショップを2日間実施し、
バーコードとサイエンスの関係について、楽しく学ぶ機会を提供しました。

　経済的に恵まれない子どもたちに教育機会を与えるために、教育支援プロジェクトを継続的に実施しています。2015
年3月には、教育環境を改善するためにデジタル複合機やパソコン、その他学校設備の整備に役立てていただくため、陝
西希望小学校及び雲南希望小学校に10万人民元を寄付しました。

● 献血活動
　毎年、3カ月ごとに実施する献血活動に、多くの従業員
が参加しています。

● 植樹活動
　従業員の環境意識向上や後生の人たちのために、きれ
いで緑化された地球を継承するため、毎年、植樹や海岸の
清掃などの活動を行っています。

● 植樹活動
　地球環境保全や地域住民の住みやすい環境に貢献する
ため、2011年より毎年、植樹活動を行っています。
　2014年6月に実施した植樹活動には、従業員およびそ
の家族等50名が参加し、調整池に40本のマホガニーの
木を植樹しました。

● 住宅建築ボランティアへの参加
　2014年6月、貧困者のための住宅建設支援を行ってい
る、NGOが行う住宅建設へ「ビルドデイ」として、従業員お
よびその家族12名が参加しました。

　絶滅危機にあるジャイアントパンダを保護するため、命名した双子のパンダの養育費・医療費として、10万人民元の寄
付を継続して行っています。
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社会・環境活動（CSR）ページ
http://www.toshibatec.co.jp/csr/
東芝テックおよびグループ会社のCSR活動を
紹介しています。

● 主な掲載項目
・ 経営理念　・ 組織統治　・ 人権・労働慣行　
・ 公正な事業慣行　・ お客様への対応　・ 環境
・ コミュニティへの参画およびコミュニティの発展　

投資家情報（IR）ページ
http://www.toshibatec.co.jp/ir/
会社情報をタイムリーに公開することを目指しています。

● 主な掲載項目
・ 事業内容　・ IRニュース　・ 経営方針　　
・ IR資料室　・ 株式情報

商品・ソリューションページ
http://www.toshibatec.co.jp/products/
お客様の業態に合わせた商品・ソリューションを
紹介しています。

● 主な掲載項目
・ 流通･サービス業向け（POS／レジスターなど）　
・ オフィス向け（デジタル複合機など）
・ 物流･製造業向け（バーコード/RFIDシステムなど）
・ 医療向け（POS/ラベルプリンターなど）
・ 産業向け組込ユニット
  （基板・電源/インクジェットヘッド/組込ユニットなど）

ウェブサイトでは、冊子に掲載した事項の詳細や、より広い範囲の情報を掲載しています。
● トップページ
http://www.toshibatec.co.jp/

　昨年末から今年の初めにかけて、フランスの経済学者
トマ・ピケティの著書『21世紀の資本』が話題になりまし
た。私は彼と同じ大学の出身ですが、経済理論の専門家
ではないので、その内容について論評する資格はありま
せん。しかし同書が日本を含め、世界中でベストセラーと
なった時代背景については、とても興味があります。
　本書の中核的をなす「ｒ＞ｇ」（資本収益率は長期的に見
て経済成長率を上回る）というのは、富める者はさらに
富み、貧しい者はさらに貧しくなるという考え方です。そ
れが理論的に正しいかどうかは議論の余地があるようで
すが、ともかく、多くの人がこの考え方を支持した背景に
は、現代の資本主義は多くの問題を抱えており、このまま
ではよくない、何か手を打たなくてはと思ったからに他な
りません。
　企業のCSR活動もまた、現代の資本主義の問題を是正
する処方箋の１つであると私は思います。私たちは、資本
主義社会における経済活動が様々な形で環境に負荷を
与えることを否定することはできません。しかしそのまま
放っておくのはよくない。せめてその負荷を減らす努力を
していく必要があるわけです。
　その意味で、本報告書のトピックスで紹介されている
「スマートレシート」には感心いたしました。これまでレ
シートは「紙の無駄だけれども、記録を残すために仕方が
ない」という必要悪でしたが、こういった方法で電子化が
進めば紙を使わずにすみます。また環境に優しいというだ
けでなく小売店のビジネスコストの削減にもなるので、特
に小規模な業者にとっては大きな負担減になります。他に
も環境負荷の抑制に資する製品として、トナーリサイクル
システムを備えたMFPや、画期的なペーパーリユースシ
ステムがすでに開発されており、報告書の中でも紹介さ
れていますが、今後もこうしたエクセレントECP認定商品
の取り組みに、さらに力を入れてほしいと思います。
　もちろん、東芝テックグループ自身が、その企業活動に
おいて環境負荷を軽減する努力も引き続き維持してほし
いです。現在の第5次環境アクションプランは2015年度
までですので、まずは当面の計画目標の達成に力を入れ
ていただきたいです。
　報告書ではまた、企業の経済活動の枠を超えたところ

での環境保護活動、さらに社会貢献活動の実施について
ふれられていますが、これを世界各地の従業員が一体と
なり、一斉に実施するというのは、とても良いアイデアで
あると思います。社会心理学の研究では、人は他人から
何か良いことをしてもらった時よりも、他人に何か良いこ
とをしてあげた時の方が、高い幸福感を味わうことが知
られています。また、一緒に幸福感を味わった人どうしの
間には、強い連帯感が生まれることを明らかにした研究
もあります。つまりこのような「一斉アクション」の取り組
みは、外部の社会に対して貢献するだけでなく、東芝グ
ループ、また東芝テックグループにおける組織の結束力
を強める作用もあります。さらに互いに報告し合うこと
で、それぞれの活動内容に関心を持ち、比較したり学んだ
りしながら、次の活動に向けての新しいインスピレーショ
ンを得られるはずです。こうした活動は、次年度以降も是
非とも続けてほしいです。
　資本主義の問題の是正に話を戻しましょう。一般に企
業活動においては「似た者どうし」を集めた方が、意思疎
通が容易なので、物事を早く進められます。そのため短期
的な効率化の追求に目を奪われると、多様性の推進には
腰が引けてしまいます。その意味で、本報告書において、
多様な人材活用がイノベーションを引き起こすこと、また
市場変化や想定外の課題へ応変する力を養い、ひいては
グローバルな競争力を高めていくことが謳われているの
は、とても良いことだと思います。
　ただし欲を言えば、それがどの程度実践されているの
かということが、報告書で必ずしもすべて明らかにされて
いるとは言えません。性別の問題については、女性の役
職者への登用を前向きに進めていること、女性の意識改
革に向けての交流会や相互理解プログラムの実施、国内
の若手営業職へのアンケートの実施とそれを踏まえた改
革の実施という形で、積極的に努力している姿勢がうか
がえ、とても良いと思います。しかし多様性の推進は性別
の問題にとどまりません。特に今後日本社会がさらにグ
ローバル化していく中で、国籍を超えた人材活用の機会
がますます高まっていくと思います。現状では、まだそれ
ほど大きな課題ではないということかもしれませんが、他
の分野と同様に、先進的な取り組みを期待しています。
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明治大学
国際日本学部教授

鈴木 賢志氏

東京大学、英国ロンドン大学を経て英国ウォーリック大学政治・国際研究科博士課程修了。
専門分野は政治経済学。政治社会学会、北ヨーロッパ学会に所属。

現在は、社会・経済の環境変化が国の社会システムをどう変化させ、
企業や人間の心理・行動にどのような影響を与えるかを研究課題としている。
スウェーデンで約10年間、教育・研究に携わった経験を持つ。
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〒141-8562 東京都品川区大崎1-11-1
（ゲートシティ大崎ウエストタワー）

 TEL. 03-6830-9129
 FAX. 03-6684-4001

URL. http://www.toshibatec.co.jp/
e-mail. csr@toshibatec.co.jp

お問い合わせ先 用紙での配慮

本報告書の制作、印刷にあたって、次のような配慮をしています。

FSC認証用紙の使用

水無し印刷

Non-VOCインキの使用

印刷での配慮

「適切に管理された森林からの木材（認証材）」を原料と
した紙として、FSC（Forest Stewardship Council、森林
管理協議会）から認証を受けた紙を使用しています。

印刷工程において刷版の版材がインキを
はじくという特性を利用し、水を使用せずに
印刷する「水無し印刷」を採用しています。

揮発性有機化合物、VOC（Volat i le 
Organic Compounds）を含まない、植物
油100%のインキを使用しています。

木づかいサイクルマーク
国産材を積極的に使って日本の森林を
育てていくことが大切だと考え、林野庁が
推進する「木づかい運動」を応援していま
す。この冊子の制作により国産材が製紙
原料として活用され、国内の森林による
ＣＯ₂吸収量の拡大に貢献しています。

総務部 CSR推進センター

2015年7月発行




